
令和６年８月３０日 

 

令和７年度の財政投融資計画要求書 

（機関名：株式会社日本政策金融公庫（農林水産業者向け業務）） 

 

１．令和７年度の財政投融資計画要求額

（単位：億円、％）

金額 伸率

(1)財政融資 6,420 7,235 △815 △ 11.3

(2)産業投資 － － － －

うち 出　資 － － － －

うち 融　資 － － － －

(3)政府保証 － － － －

うち 国内債 － － － －

うち 外　債 － － － －

うち 外貨借入金 － － － －

6,420 7,235 △815 △ 11.3

対前年度比

合　　　計

区　　分
令和７年度
要   求   額

令和６年度
計   画   額

 

２．財政投融資計画残高 

（単位：億円、％）

金額 伸率

(1)財政融資 35,724 33,569 2,155 6.4

(2)産業投資 1,211 1,211 － 0.0

うち 出　資 1,211 1,211 － 0.0

うち 融　資 － － － －

(3)政府保証 － － － －

うち 国内債 － － － －

うち 外　債 － － － －

うち 外貨借入金 － － － －

36,935 34,780 2,155 6.2

対前年度比

合　　　計

区　　分
令和７年度末
残高（見込）

令和６年度末
残高（見込）



３．事業計画及び資金計画 

事業計画 （単位：億円）

6,910 7,440 △530

(内訳)
6,910 7,440 △530

令和７年度
要   求   額

令和６年度
計   画   額

増　減

事業計画の合計額

貸付金

区　　分

 

資金計画 （単位：億円）

6,630 7,532 △902

6,420 7,235 △815

財政融資 6,420 7,235 △815

産業投資 － － －

政府保証 － － －

210 297 △87

一般会計出資金 1 1 －

一般会計補給金 182 177 5

東日本大震災復興特別会計補給金 0 0 △0

財投機関債 200 200 －

貸付回収金 4,610 4,700 △90

借入金等償還 △4,301 △4,690 388

その他 △481 △91 △390

自己資金等

区　　分
令和７年度
要   求   額

令和６年度
計   画   額

増　減

事業計画実施に必要な資金の合計額

(財源)
財政投融資

 

  



 

財政投融資を要求するに当たっての基本的考え方 

 （機関名：株式会社日本政策金融公庫（農林水産業者向け業務）） 

 

＜政策的必要性＞ 

１．政策目的の実現に必要な範囲内で、金融・資本市場に関与するに際し、官民の適 

切な役割分担がなされているか。 

 

農林漁業は、①自然条件や病害虫等の影響を受けやすい、②生産サイクルが長く、経

営規模のわりに大きな資本装備が必要なため投下資本の回収に長期を要する、③農林漁

業の特性を踏まえて経営内容を判断できる専門的知識が必要、④物的担保（農地や漁船

など）は市場流動性が低く担保評価額が低いという特性がある。 

民間金融機関は、上記のようなリスク評価の困難性や貸付原資が比較的短期の預貯金

であるといった資金調達構造等から、農林漁業向け長期融資に必ずしも十分に対応でき

ていない。このため、民間金融市場を補完する観点から株式会社日本政策金融公庫（農

林水産業者向け業務）（以下「公庫」という。）が資金を供給している。 

このように、公庫の長期融資は農林漁業の特性を踏まえた政策的な要請によるもので

あり、財政投融資による長期の資金調達に裏打ちされた長期融資は、例えば農業分野に

おいては「食料・農業・農村基本計画」で示されているとおり、効率的かつ安定的な農

業経営の育成及びこうした農業経営が農業生産の相当部分を担う農業構造の確立を目

指すことを目標としており、農林漁業施策の展開に的確に対応していく上で、政策的に

も真に必要不可欠である。 

 

＜民業補完性＞ 

２．「民間にできることは民間に委ねる」という民業補完性を確保する観点から、対

象事業の重点化や効率化をどのように図っているか。 

 

民間金融機関の資金調達は比較的短期の預貯金であること、農地や漁船など、市場流

動性が低く担保評価額が低いものを物的担保とするのが多いこと等により、農林漁業向

け長期・大型の資金供給には十分に対応できず、短期の資金繰り資金に対応しているの

が現状であることから、公庫は民間金融機関の対応が困難な長期資金を供給しており、

民間金融機関との適切な役割分担のもとで支援を行っている。 

また、国の農林水産政策の展開に即応して新たに事業を創設する必要が生じた場合に

は、既存の事業について、事業の目的を達成しているか、融資実績が著しく減少してい

ないか等、その必要性を厳しく検証した上で、廃止を含めた所要の見直しを行ってい

る。 

なお、「民間にできることは民間に委ねる」という民業補完性を確保する観点から、

株式会社日本政策金融公庫法（平成 19 年法律第 57 号）には、農林漁業者向け資金にお

いては「資本市場からの調達が困難なもの」、食品産業向け資金においては「中小企業

者に対するものであってその償還期限が 10 年を超えるもの」等が規定されている。 

 

＜有効性＞ 

３．財政投融資を活用して当該事業を行うことにより、自助努力の促進による事業

の効率的な実施や受益者負担の実現を通じて租税負担の抑制が図られているか。 



 
農林漁業は、①自然条件や病害虫等の影響を受けやすい、②生産サイクルが長く、経

営規模のわりに大きな資本装備が必要なため投下資本の回収に長期を要する、③農林漁

業の特性を踏まえて経営内容を判断できる専門的知識が必要、④物的担保（農地や漁船

など）は市場流動性が低く担保評価額が低いという特性がある。 

このような農林漁業の特性を踏まえると、例えば農業分野においては「食料・農業・

農村基本計画」で示されているとおり、効率的かつ安定的な農業経営の育成及びこうし

た農業経営が農業生産の相当部分を担う農業構造の確立を目指すことを目標としてお

り、農林漁業施策の展開に的確に対応していくためには、金融・税制・補助金・規制な

ど様々な政策手段を組み合わせて支援していく必要がある。 

しかしながら、①税制の特例措置による租税負担軽減は、政策誘導のためのインセン

ティブにはなるものの、設備投資に係る資金調達が可能となってはじめて効果が発揮さ

れるものであること、②補助金は、行政機関の指導による強力な政策誘導効果が期待で

きる反面、財政負担が大きく、また、モデル的な施設に限定されるなど対象事業が限定

されること、③規制は、その緩和や廃止により産業活動の自由度の改善に資するが、農

林漁業者の経営改善等に直結するものではないことから、これらの政策手段のみでは、

政策効果は限定的なものにならざるを得ない。 

一方、政策金融は、後年度まで財政負担が及ぶものの、融資であることから財政負担

が小さく、また、事業者の自主的な判断を尊重した政策誘導が行われるため、農林漁業

者の創意工夫を活かし、経営発展を促すには優れた政策手法と言える。 

従って、農林漁業者の経営改善等を支援するための政策手段として、財政投融資を活

用した公庫の長期・低利の融資制度は有効であると考える。 

また、公庫は、財政融資資金を中心とした低利で安定的な資金調達により、農林漁業

の持続的かつ健全な発展及び食料の安定供給の確保に必要な長期・低利資金の融資を行

っている。 

本事業の成果、社会・経済的便益などの例示は以下のとおり。 

(1)認定農業者の経営改善を支援する農業経営基盤強化資金（スーパーＬ資金）にお

いては、認定農業者全体の 14％、法人経営に限れば 37％が利用しており、地域農業の

担い手の経営改善に大きく貢献。4 年度の融資実績（5,778 先、2,667 億円）では、融

資期間中に 16,712 億円の収入増、2,226 億円の所得増の効果が見込まれる。 

(2)林業融資においては、4 年度末時点で融資残高がある林業経営体 1,398 先の管理

する人工林面積は 126 万 ha と見込まれ、表面浸食防止機能や水質浄化機能といった多

面的・公益的機能の経済効果は 3.5 兆円と推計される。 

(3)漁業融資においては、4年度の融資対象漁船から 1,252 千ｔ（生産額 1,866 億円）

の水産物が生産され、全国生産量の 43％を占めると推計される。 

(4)食品産業融資においては、4年度の融資実績（213 件、545 億円）では、融資対象

事業の実施により 1,863 人の新規雇用の創出に寄与し、融資先の国産農林水産物の取

扱量は今後 3～5年間で 15.7 万ｔ増加すると見込まれる。 

 
＜償還確実性又は収益性の確保＞ 

４．財政融資や政府保証による資金調達を予定している場合の償還確実性や、産業

投資による資金調達を予定している場合の収益性は確保されているか。 

 

融資に際しては、相談者の経営実績や事業に対する意欲、収支・償還計画の実現可能

性等について十分な審査を行い、必要な債権保全策を講じるとともに、融資後において

も融資先の業況を継続して把握し、償還確実性の確保に努めている。 

 

＜財投計画の運用状況等の反映＞ 



５．財投編成におけるＰＤＣＡサイクルを強化する観点から、財投計画の運用状況を

財政投融資の要求内容にどのように反映しているか。 

 

令和 5年度においては、農林漁業の持続的かつ健全な発展、食料の安定供給の確保に

必要な融資に加え、新型コロナウイルス感染症・物価高騰・円安等の影響により経営状

態が悪化した農林漁業者の資金需要への万全な対応をすべく、貸付規模 8,190 億円、財

政融資資金 7,630 億円を確保し、農林漁業者等への資金需要に万全を期した。 

結果として、令和 5年度貸付実績が 4,693 億円となったこと等から、財政融資資金は

4,600 億円の執行となり、3,030 億円の運用残が生じた。しかし、将来に亘って地域の

農林漁業生産を担うべき農林漁業者が物価高騰をはじめとした経営環境変化に対応し

て行う、規模拡大や農林水産物輸出、環境負荷低減や耕畜連携等による新たな経営展開

や持続可能な経営への転換に対して、その事業性を積極的に評価して円滑な資金供給に

努めるとともに、コロナ禍や物価高騰、令和 6年能登半島地震等の影響を受けた農林漁

業者への長期的な視点に立った支援などによりセーフティネット機能を発揮する等、政

策金融機関として、求められる役割を積極的に果たしたものと考えている。 

令和 7年度の貸付規模は、令和 5年度融資実績や最近の実需等を踏まえつつ、食料安

全保障の強化と農林漁業の持続的な成長を推進し、引き続き意欲ある農林漁業者の経営

規模の拡大などの取組みを的確に支援するために必要な額として 6,910 億円（前年度

当初計画比△530 億円）を要求している。 

令和 7 年度の財政投融資の規模については、貸付回収金等の自己資金を十分に精査

した結果を踏まえ、6,420 億円（前年度当初計画比△815 億円）の要求としている。 

（参考：過去 3 カ年の財政投融資の運用残額） 

 3年度 4年度 5年度 

運用残額 2,810 億円 1,270 億円 3,030 億円 

運用残率 40.1 ％ 20.3 ％ 39.7 ％ 

（注）「運用残率」は、改定後現額（改定後計画＋前年度繰越）に対する運用残額の割合。 

 
＜その他＞ 

６．上記以外の特記事項 

 

特になし。 

 

 

  



 

財 投 機 関 債 に つ い て                    

 （機関名：株式会社日本政策金融公庫（農林水産業者向け業務）） 

 
１．令和7年度における財投機関債の発行内容 

 
財投機関債の発行については、ALM の観点により、財政融資資金の融通条件の多様化

を有効に活用しながらデュレーション・ギャップ等の水準に留意した結果、財政融資資

金 6,420 億円と社債 200 億円（3年限）が資金調達を行ううえで最適な組み合わせであ

ることから、令和 6年度当初計画と同額としている。 

 

発行予定額：200 億円 

発行形態 ：公募債（SB 型） 

 
（参考）令和 6年度における財投機関債の発行予定額・発行形態等 

発行予定額：200 億円 

発行形態 ：公募債（SB 型） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

成長戦略等に盛り込まれた事項について 

 （機関名：株式会社日本政策金融公庫（農林水産業者向け業務）） 

 

「経済財政運営と改革の基本方針2024」、「新しい資本主義のグランドデザイン及

び実行計画2024年改訂版」に盛り込まれた事項に関する要求内容 

 

農林水産業の持続的な発展、食料安全保障の強化や環境と調和のとれた食料シス

テムの確立に向け、「農林水産業・地域の活力創造プラン」や「みどりの食料シス

テム戦略」、「農林水産物・食品の輸出拡大実行戦略」等に基づき、農林水産業の

持続可能な成長や食料安全保障の強化を推進し、農林水産業を成長産業にするため

に必要な貸付規模を要求。 

・「経済財政運営と改革の基本方針2024」 

第2章 2．（2）中堅・中小企業の稼ぐ力 

第2章 3．（2）ＧＸ・エネルギー安全保障 

第2章 5．（4）農林水産業の持続可能な成長及び食料安全保障 

・「新しい資本主義のグランドデザイン及び実行計画2024年改訂版」 

Ⅵ．２．食料安全保障 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

財政投融資の要求に伴う政策評価 

 （機関名：株式会社日本政策金融公庫（農林水産業者向け業務）） 

 
１．各府省庁の政策評価の結果 

 

株式会社日本政策金融公庫農林水産業者向け業務補給金に係る令和 5 年度行政事業

レビューシートにおいては、「日本公庫は、本事業の交付を受けて、スーパーＬ資金等

の長期・低利な資金を円滑に融通することにより、融資先の売上増加が図られ、効率的・

安定的な農業経営の育成・確保に資している」と記載されている。 

また、令和 5年度実施施策に係る政策評価の事前分析表の非予算関連の政策手段（法

令・税制等）においては、「農林漁業者の経営改善を支援するため、長期かつ低利の資

金を融通、また、危機の際に指定金融機関からの融資が円滑に行われるよう措置するこ

とにより、担い手の資金調達の円滑化に寄与する」と記載されている。 

政策評価結果については、「相当程度進展あり」と評価されている。 

 
２．政策評価結果の要求への反映状況 

 

株式会社日本政策金融公庫農林水産業者向け業務補給金に係る令和 5 年度行政事業

レビューシートにおいては、「活動実績については、農業の持続的な発展に向け、担い

手の育成・確保等と農業経営の安定化を図るために十分な融資枠を確保したことから、

活動実績が当初見込みに対して下回っているところである。また、実績の確認ができな

い成果実績については、融資先の決算結果等の取りまとめなどが必要であるため、例

年、10 月以降に整理する見込みであり、現段階での記載は困難である。このような事

業の特性も踏まえつつ、引き続き、本事業の適切な実施に努める。」と記載されている。 

令和 7年度においては、政策評価結果を踏まえ、本事業に必要な額を要求する。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 



５ 年 度 決 算 に 対 す る 評 価 

 （機関名：株式会社日本政策金融公庫（農林水産業者向け業務）） 

 
１．決算についての総合的な評価 

 
（１）資金計画 

5 年度は、貸付額 4,693 億円（対当初計画比△3,497 億円）、資金交付額 4,620 

億円（同△3,280億円）となった。  

これに対し、財政融資資金の借入額は4,600億円（同△3,030億円）、自己資金 

等は20億円（同△250億円）となった。  

なお、貸付回収金は 4,495 億円（同△216 億円）となり、このうち繰上償還分が 

529 億円（同△92 億円）であった。  

また、財投改革の趣旨等を踏まえ、財投機関債100億円（3年限）を発行した。  

（２）損益等  

一般会計及び東日本大震災復興特別会計から補給金270億円（対予算比＋96億 

円）を受け入れ、当期純損失は18億円であった。補給金の額が予算より96億円 

多かったのは、貸倒引当金繰入額が予定より多かったこと等によるものである。 

 
２．決算の状況 

 
（１）資産・負債・資本の状況 

○ 資産  

貸出金残高36,104億円（対前年度比＋30億円）、現金預け金1,291億円  

（同＋240億円）、総資産は37,506億円（同＋229億円）。  

○ 負債  

借用金残高 30,796 億円（対前年度比＋437 億円）、うち財政融資資金  

30,752億円（同＋455億円）、社債1,750億円（同△200億円）、負債合計は 

32,921億円（同＋207億円）。  

○ 純資産  

資本金4,577億円（対前年度比＋41億円）、利益剰余金8億円（同△18億円） 

で、純資産合計は4,585億円（同＋22億円）。 

 

（２）費用・収益の状況 

○ 費用  

資金調達費用（借用金利息等）159億円（対予算比△44億円、借用金利率の 

低下等による減）、その他経常費用（貸倒引当金繰入額等）151億円（同＋145

億円）で、費用は508億円（同＋75億円）。  

○ 収益  

 資金運用収益（貸出金利息等）213 億円（対予算比△40 億円、平均利率が計画

を下回ったこと等による減）、政府補給金収入（一般会計より受入及び東日本大

震災復興特別会計より受入）270 億円（同＋96 億円）で、収益は 490 億円（同＋

56 億円）。 

 

 


